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○中部大学成果有体物取扱要領 

2016年４月１日制定 

 

（目的） 

第１条 この要領は、中部大学（以下「本学」という。）の教職員等が本学の業務として作

製した成果有体物の取扱い等を規定することにより、成果有体物の適正な管理、外部機関

との円滑な研究協力及び本学の研究促進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要領における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

一 「教職員等」とは、本学の教育職員、事務職員、研究員、その他本学に雇用される全て

の者及び中部大学成果有体物取扱要領の適用を受けることに同意した学生並びにその他

の者であって、業務と作製した成果有体物の取扱いにつき契約がなされている者 

二 「その他の研究者」とは、教職員等以外の者であって教育、研修及び研究を目的として

本学が受け入れている者をいう。 

三 「成果有体物」とは、教職員等が本学の業務として又はその他の研究者が教職員等の指

導に基づき研究活動の一環として、創作、抽出又は取得した有形かつ学術的・技術的価

値を有するものをいう。ただし、論文、講演、その他の著作物に関するものは除く。 

四 「作製」とは、成果有体物の創作、抽出又は取得をいう。 

五 「提供」とは、成果有体物を有償又は無償で外部機関において使用させるために譲渡又

は貸与することをいう。ただし、分析依頼のための提供及び特許出願のための生物寄託

は除く。 

六 「受領」とは、第三者の成果である有体物の提供を受けることをいう。 

２ この要領において、成果有体物が増殖・繁殖可能なものである場合には、その子孫、増

殖物も成果有体物とみなす。 

（帰属） 

第３条 成果有体物の所有権及び成果有体物に係る全ての権利・法的地位は、特段の定めが

ない限り学校法人中部大学（以下「本法人」という。）に帰属する。 

２ 成果有体物を一部改変したものについても、原成果有体物の権利者たる本法人に帰属す

る。 

（管理） 
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第４条 教職員等は、成果有体物を作製又は受領したときは、適正に管理しなければならな

い。 

（届出） 

第５条 教職員等は、成果有体物について、次の各号に該当する場合は、別に定めるところ

により、速やかに学術研究担当副学長に届け出なければならない。 

一 提供する場合 

二 受領する場合 

（判断） 

第６条 学術研究担当副学長は、前条に規定する成果有体物の提供の届出を受理したときは、

その届出に係る成果有体物が別に定める提供対象であるか否かの判断を行わなければなら

ない。 

２ 学術研究担当副学長は、前条に規定する成果有体物の受領の届出を受理したときは、外

部機関の成果有体物の受領について、適切な受け入れ条件、方法等を助言するとともに、

受領の可否の判断を行わなければならない。 

３ 学術研究担当副学長は、前条の届出を受理したときは、その可否を速やかに教職員等に

通知しなければならない。 

（成果有体物提供契約） 

第７条 本学は、成果有体物を提供するときは、成果有体物提供契約を締結するものとする。 

当該契約における契約書の雛形は、別に定める。 

（学術・研究開発を目的とする提供） 

第８条 本学は、学術・研究開発を目的とする成果有体物を提供する場合は、提供先との間

で成果有体物の無償提供に関する契約を締結した後、成果有体物を提供先に無償で提供す

ることができる。ただし、当該提供に係る成果有体物の作製及び提供に必要な経費は徴収

することができる。 

（産業利用・収益事業等を目的とする提供） 

第９条 本学は、産業利用・収益事業等を目的とする成果有体物を提供する場合及び前条の

目的以外を目的とする場合は、提供先との間で成果有体物の有償提供に関する契約を締結

した後、成果有体物を提供先に有償で提供することができる。 

（提供の決定） 

第10条 第８条又は第９条に基づく提供の決定は、学長が行う。 
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（収入の配分） 

第11条 本法人は、成果有体物を提供することにより収入を得たときは、その作製者に対し、

作製及び提供に必要な経費を控除した金額の３分の１に相当する額を配分する。 

２ 前項の規定による収入の配分は、中部大学発明規程並びに職務発明等に係る補償金の取

扱いに関する細則を準用する。この場合において、「発明者」とあるのは「作製者」と読

み替えるものとする。 

（第三者の成果有体物） 

第12条 本学は、第三者の成果である有体物を受領する場合は、適正な成果有体物受領契約

を締結するものとする。 

２ 前項に基づく受領の決定は、学長が行う。 

（守秘義務） 

第13条 教職員等は、成果有体物に関して、その内容並びに本学及びその教職員等の利害に

関係ある事項について、必要な期間、それらの秘密を守らなければならない。 

２ 前項の規定は、教職員等が本学を退職等した後も適用するものとする。 

（業務の委託） 

第14条 本学は、成果有体物を提供する又は第三者の成果である有体物を受領する場合は、

その業務の全部又は一部を第三者に委託することができる。 

（その他） 

第15条 学術研究担当副学長は、別に定める抽出に定めのない研究の試料については、発生

した時点で取扱い等の必要な措置を講ずることができる。 

（事務） 

第16条 成果有体物に関する事務は、研究支援部において行う。 

（雑則） 

第17条 この要領に定めるもののほか、成果有体物の取扱いの実施に関し必要な事項は、別

に定める。 

附 則 

この要領は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成30年１月１日から施行する。 

附 則 
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この要領は、2019年７月２日から施行し、2019年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、2021年５月27日から施行し、2021年４月１日から適用する。 


